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　2010 年度から始まった公立
高校授業料不徴収および高等学
校等就学支援金制度は、自公連
立政権のもと、わずか４年で幕
を閉じた。
　2013 年 11 月 27 日、「 公 立
高等学校に係る授業料の不徴収
及び高等学校等就学支援金の支
給に関する法律の一部を改正す
る法律案」が参議院本会議で可
決され、2014 年度以降高校教
育は「原則無償」から「原則有償」
にもどる。これは、2012 年９
月に留保を撤回したばかりの国
際人権規約社会権規約 13 条の

「権利としての教育の保障」から
も大きく外れる措置であり、時
代に逆行するものである。

　授業料無償化廃止にあわせ、
政府は「高等学校等就学支援金」
制度を導入する。これにより、「授
業料を払う生徒」と「就学支援
金を国から支給してもらう生徒」
という〈格差〉がつくりだされ
ることになる。
　就学支援金を受領するには所
得証明書等の申請書類を提出し
なければならない。かつて「授
業料免除」手続きに際して、書
類が整わず免除を受けられいな
どの事例があったが、今回の措
置によっても同様のケースが懸
念される。
　茨高教組は、新制度導入によっ

て高校生および保護者に不利益
が生じないよう、2014 年２月
５日、茨城県教育委員会に対し
て下記の要請をおこなった。

○県教委への要請

１　高校授業料を原則不徴収と
する制度を、茨城県独自に創
設すること。

２　やむを得ず授業料を徴収し
高等学校等就学支援金を支給
する場合は、以下の点につい
て十分配慮した制度設計とす
ること。

⑴　保護者の所得証明提出に
あたっては、家庭の事情等
により提出できない生徒に
対して、機械的な徴収をお
こなわず、「校長意見書で
の代替も可とする」など弾
力 的 な 運 用 を お こ な う こ
と。

⑵　生徒に心理的影響がでな
いよう、提出された書類等
に関する個人情報の取り扱
いを厳重にすること。

⑶　国の「家計急変への支援」
制度を利用・実施し、家計
の急変など個別の保護者の
経済的な変化に確実に対応
すること。

⑷　国の「就学のための給付
金の創設」制度を利用し、
給付制奨学金制度をつくる
こと。

　　その際、これまで公立高
校授業料不徴収交付金積算
の際に地方負担額とされて
いた部分（約 305 億円）が
新たな制度では国が負担す
ることになっている分を、

「奨学のための給付金の創
設」などに確実に活用する
こと。

⑸　高等学校等就学支援金支
給の有無によって、生徒の
間に不平等感が生じないよ
う、十分配慮した事務手続
き等をおこなうこと。

⑹　授業料が高等学校等就学
支援金を上回ることのない
ようにすること。

⑺　制度変更にともなう教職
員の新たな負担をつくらな
いこと。

　　特に、事務職員について
は、事務作業量の増加に対
応する人的配置をおこなう
こと。

３　国に対し、国際人権規約の
趣旨に沿って教育費の無償化
をすすめるよう求めること。
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高校授業料無償化廃止による生徒・保護者の不利益回避を要請

自民改憲草案・芦部信喜・長谷部恭男それぞれの「立憲主義」

立憲主義とは何か―混乱する議論を整理する

自民党総裁と憲法学

　2013（平成 25）年３月 29 日
の参議院予算委員会で、小西洋
之議員（民主党・新緑風会）が質
問にたった。答弁するのは自民
党の総裁として内閣総理大臣を
つとめる安倍晋三である。
　自民党の「憲法改正草案」第
13 条が、日本国憲法における「公
共の福祉」を「公の秩序」に置
き換えたことが問題となり、参
考人の国立国会図書館職員が、
憲法学者芦

あ し べ の ぶ よ し
部信喜による「公共

の福祉」の解釈について説明し
たのを受けて、小西が問うた（議
事録　kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sa
ngiin/183/0014/1830329001400
8a.html）。

○小西洋之君　内閣総理大臣、
安倍総理、今述べられまし
た芦部信喜さんという憲法
学者、御存じですか。

○内閣総理大臣（安倍晋三君）
私は存じ上げておりませ
ん。

○小西洋之君　では、高橋和之
さん、あるいは佐藤幸治さ
んという憲法学者は御存じ
ですか。総理。

○内閣総理大臣（安倍晋三君）　
申し訳ありません、私は余
り、憲法学の権威ではござ
いませんので、学生であっ
たこともございませんの
で、存じ上げておりません。

間違いだと反論しているのでは
ない。礒崎は「立憲主義」とは
何かがまったくわからないよう
で、咄

と っ さ
嗟に見た「W

ウ ィ キ ペ デ ィ ア
ikipedia」に

は載っていたが、「学生時代の憲
法講義」でも聞いたことがない
として、素朴に「昔からある学
説なのでしょうか」と訊

き
いてい

るのである。
　『日本国憲法改正草案 Q&A』

（2012 年 10 月発行）は、この礒
崎が中心になって作成したも
の と 思 わ れ る が、 約 １ 年 後 に

「増補版」を発行した（https://
www.jimin.jp/policy/pamphlet/pdf/
kenpou_qa.pdf）。そこでは「立憲
主義」や「基本的人権」を中心
として、10 か所ほど修正が加え
られている。Q ３の次に Q ４「立
憲主義を否定しているのではな
いですか？」を新設し、答「立
憲主義を否定したものではない」
として次のとおり答えている。

自民党の「日本国憲法改正草

○小西洋之君　憲法学を勉強も
されない方が憲法改正を唱
えるというのは私には信じ
られないことなんですけれ
ども。

　小西の言うとおり、安倍晋三
は憲法学について何のわきまえ
もないまま、「憲法改正推進本部」
の「最高顧問」として草案作成
にあたり、いまや憲法改正を主
張する政党の党首として、内閣
総理大臣の地位にいるのである。

自民改憲草案と「立憲主義」

　「最高顧問」にせよ、自民党総
裁にせよ、実際に草案の文面を
作成するわけではないからシロ
ウトでもかまわないし、実際に
案文を作成した人物が別にいて
かれらが法律に精通していれば
問題はない、と思う人がいるか
もしれない。
　右下は、自民党の「改憲草案」
の 発 表（2012〔 平 成
24〕年４月 28 日）か
ら １ か 月 後 に、「 憲
法改正推進本部起草
委員会」事務局長の
礒
いそざきようすけ

崎陽輔（参議院議員）
がツイッター上でお
こなった発言である。

「 立 憲 主 義 」 に 反 す
るとの批判が寄せら
れたのに対して、礒
崎は「意味不明の批
判」と言う。批判が
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案」は、人権を保障するため
に権力を制限するという、立
憲主義の考え方を何ら否定す
るものではありません。自民
党の草案においては、権力分
立の構造は変わりありません
し、「基本的人権の尊重」 が、

「主権在民」「平和主義」とと
もに日本国憲法の三大原則の
一つであることも全く変 わり
はありません。

　草案では「第３章　国民の権
利及び義務」の人権規定が本質
的に改変されるうえ、第 97 条
が削除される。さらに「第９章
緊急事態」において内閣総理大
臣の権限が強化されることで、
国会の権限がおおきく低下する
おそれがある。「三権分立」と

「基本的人権の尊重」の内実は大
きく変更されているのであって、

「変わりありません」というのは
まったくの虚偽である。
　自民党の起草委員会というと
ころは、憲法学の教科書をただ
の１冊も備えず、わからないこ
とがあると、インターネット上
の無料の事典の「ウィキペディ
ア」を見るだけらしい。「立憲主
義」という言葉さえ知らない事
務局長礒崎のもとで作成した草
案について、１年半もたってか
ら「立憲主義」に立脚している
と言いだした。

芦部信喜『憲法』の解説

　礒崎は司法試験や公務員試験
用のテキストとして定評のある
芦部信喜の『憲法』の、最初の
方だけでも見るべきだった。「立
憲主義」についての芦部の解説

は次のとおりである（1993 年、
岩波書店、５頁）〔現在は高橋和之
補訂による 2011 年発行の第 5 版〕。

一般に「立憲的意味の憲法」
あ る い は「 近 代 的 意 味 の 憲
法」〔……とは、〕一八世紀末
の近代市民革命期に主張され
た、専断的な権力を制限して
広く国民の権利を保障すると
いう立憲主義の思想に基づく
憲法である。その趣旨は、「権
利 の 保 障 が 確 保 さ れ ず、 権
力の分立が定められていない
社会は、すべて憲法をもつも
のではない」と規定する有名
な一七八九年フランス人権
宣言一六条に示されている。

〔……〕その最も重要なねらい
は、政治権力の組織化という
よりも権力を制限して人権を
保障することにある。

長谷部恭男の「立憲主義」

　この芦部信喜 (1923―1999) の
弟子の東京大学法学部教授長谷
部恭

や す お
男（1956―　）は、師の学

説をどう継承したのだろうか。
　2013年11月13日、長谷部は、

「特定秘密保護法案」を審議する
衆議院国家安全保障特別委員会
に参考人（自民党推薦）として招
致され、見解を述べた（議事録　
www.shugiin.go.jp/itdb_kaigiroku.
nsf/html/kaigiroku/02741852013
1113012.htm）。
　長谷部は、「特別な保護に値す
る秘密、これを政府が保有して
いるという場合には、みだりに
漏えい等が起こらないよう対処
しようとすることには高度の緊
要性が認められますし、それに

必要な制度を整備すること、こ
れも十分に合理的なことであり
得る」として法案を是認する。
　そのうえで、「どのような情報
が特別な保護に値する特定秘密
なのかがわからない」という批
判については、「閣僚や国会議
員の方々を含めまして、人はお
よそ全知全能ではございません
ので、何が特別な保護に値する
秘密なのかをあらかじめ隅々ま
で確定する、これはおよそ不可
能」だとした。さらに、「世の中
一般におきましては、民間の方
が独自に収集をした情報であり
ますとか、既に公になっている
情報についても、その保有が処
罰の対象とされかねないという」
批判があるようだが、そのよう
なものは、「一種のホラーストー
リー〔怪談〕」であり、「この法
案を批判する根拠には余りなら
ないのではないか」と、具体的
根拠も示さないまま述べた。
　 こ れ に 対 し て、 沖 縄 の 赤

あかみね
嶺

政
せいけん

賢議員（日本共産党）が、毎日
新聞記者西山太

た き ち
吉の「沖縄密約

暴露事件」（1972 年）で問題と
なったように、日米安保にかか
わる事柄がことごとく「秘密」
にされてきた現実をどう考える
かと問い質したところ、長谷部
は次のとおり答えた。

○長谷部参考人　先生が今御指
摘の地位協定等に関する具
体の情報については、申し
わけございません、私、勉
強不足でございまして、具
体的な知識を持ち合わせて
おりません。

　その約２か月後、長谷部恭男

は政治学者の杉田敦と新聞社で
対談をおこなった。杉田に「な
ぜ、秘密法に賛成されたのです
か」と問われた長谷部は、次の
ように述べた（『朝日新聞』、2014
年１月 19 日）。

国を守るためです。単に
0 0

領土
を守るとか、国民の生命と財
産を守るということではな
い。日本国憲法の基本原理で
ある立憲主義を守るというこ
とです。

国民の生命と財産や領土を守る
ことよりも国や立憲主義を守る
ことが重要だというのである。
しかし、立憲主義的憲法は国民
の生命と財産という〈目的〉を
達成するための〈手段〉のはず
である。長谷部は、〈目的〉より
も〈手段〉の方が重要であると
いうのである。
　長谷部は、最近も奥

おくだいら
平康

やすひろ
弘ら

が編集した『改憲の何が問題か』
（2013 年、岩波書店）で、執筆者
のひとりとして自民党改憲草案
を批判するなど、「護憲派」の代
表的論客と見られていた。とこ
ろが、その改憲草案の一部先取
りとも言える「特定秘密保護法」
について与党推薦の参考人とし
て推進の立場から意見を述べ、
しかもそれを「立憲主義を守る」
ためだとするのである。長谷部
のいう「立憲主義」とは、いっ
たい何なのか？

憲法 Constitution と
立憲主義 constitutionalism

　「民主主義」という語も同様で
あるが、「立憲主義」という語は、

憲法の条文にはただの一度も登
場しない。にもかかわらず憲法
学の教科書にはほとんど同じ説
明が並んでいて、「立憲主義」な
どというものは、自明のもので
あるかのように扱われている。
　ところが、いまや、「立憲主義」
を「意味不明」だと言って恥じ
ない国会議員らが憲法改正案を
作り、本気でその実現をもくろ
んでいる。いっぽうで「勉強不足」
の憲法学者が、憲法違反が疑わ
れる法律を推進するのは「立憲
主義を守る」ためだと「意味不明」
の弁明をしている。
　本連載は、第 1072 号（2013
年 10 月 10 日）以来、前号まで
は「立憲主義」の語をほとんど
用いてこなかった。教科書的な
定義から演繹的に日本国憲法の
通説的解釈を導出するのではな
く、自民改憲草案と比較対照し
つつ、英訳をも参照しながら日
本国憲法の条文を読み込み、そ
の具体的意味と、条文の根拠と
なっている思想を忠実に理解し
ようとつとめてきたつもりであ
る（まだ全部おわったわけでは
ないが）。
　自然権と国家主権の関係につ
いては、トマス・ホッブズ（1588
− 1679）とジョン・ロック（1632
―1704）の思想にさかのぼって、
検討をすすめた。憲法学のテキ
ストが、「専断的な権力を制限し
て広く国民の権利を保障すると
いう立憲主義の思想」と、さら
りと言ってのける事柄の真の源
泉としての、いきいきとした意
味内容がそこから立ち現れてく
ると考えたからである。
　たどたどしい歩みではある
が、 こ の 作 業 に よ っ て も す こ

し ず つ 姿 を 現 す コ ン ス テ ィ
テューション・オブ・ジャパン
Constitution of Japan（ 日 本 国
憲法）の論理構造それ自体が、
コンスティテューショナリズム
Constitutionalism にほかならな
い。これに、世上、「立憲主義」
という訳語があてられているの
である。
　コンスティテューション・オ
ブ・ジャパン（日本国憲法）の
内実を本質的に壊変させる自民
改憲草案は、コンスティテュー
ショナリズム（立憲主義）を実
現するものであるはずはなく、
その無知なる破壊者でしかあり
えない。また、憲法は基本的人
権を保障する

0 0 0 0

guarantee のでな
く、与える

0 0 0

confer のだと解釈（誤
解）する憲法学者長谷部恭男が

（第 1075 号）、立憲主義を正当に
理解することは、いかにしても
不可能である。
　憲法学のテキストにワンセン
テンスで表現されている「立憲
主義」の定義を表面的・抽象的
に何度復唱したとしても、そん
なことで人類普遍の原理として
の日本国憲法の論理と思想を、
理解し表現したことにはならな
い。どんな場合でもおなじであ
るが、内容についての認識を欠
いたまま、「立憲主義」という言
葉を呪文のように唱えるだけで
は、日本国憲法を正当に理解し
たことにはならないのだ。

　次号で「立憲主義」についての誤
解、すなわち日本国憲法についての
根本的誤解について、1946 年 11 月
３日の公布直後にさかのぼるその発
端から、現在にいたる継承の状況を
検討する。　　　　　　　　⌘


